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はじめに

　資源保有国の財政は，国際政治経済状況の動向に影響を受けやすい。資源

の輸出が国家の主要な収入源となっている国が多いからである。例えば，典

型的な資源保有国である原油輸出国では，1980年代の国際原油価格の乱高下，

なかでも1980年代後半の価格下落とその後の低迷により，財政運営が困難と

なった。

　本章では，1980年代以降のエジプトについて，資源収入の変化が財政運営

に与えた影響を検討する。エジプトは，OPEC諸国などと比較すると原油産

出量は少ないものの，1975年に原油の純輸出国となり，また後述のように天

然資源以外にも財政収入をもたらす外生的（exogenous）収入源を保有してい

る。そして，他の資源国と同様に，財政は国際政治経済状況の影響を強く受

けてきた。そこで，1980年代以降の国際的な状況変化に対して，エジプトは

どのような財政運営を行ってきたのか，またどのような財政改革が指向され

てきたのかを検討する。

　外生的財政収入は，国際政治経済動向の影響を受ける一方で，国内経済活

動の変動とは必ずしも連動しないという点で税収など一般的な財政収入と異

なる。また，国内民間部門から政府部門への資源移転ではないことも外生的
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収入の特徴である。本章では，このような要素を持つ外生的財政収入が財政

運営に及ぼした影響に注目する。

　本章の構成は以下の通りである。第 1節では，エジプトの外生的収入規模

の推移を明らかにし，第 2節において外生的収入の盛衰が財政に与えた影響

を検討する。第 3節では，2003年度以降のエジプト財政状況を論じ，また，

現在も進行中の財政改革の内容と目的を考察する。最後に，議論を要約し，

インプリケーションを導く。

第 1節　エジプトとレント

1．エジプトの外生的レント収入

　エジプトに外生的収入をもたらす主な資源として，油田，スエズ運河，地

政学的要素，出稼ぎ労働者，観光資源の 5つがある。このうち直接的に財政

収入に結び付くものは，原油資源の輸出に伴う収入（の一部），スエズ運河

通行料からの収入，そして地政学的要素に基づく外国援助受け取りであろう。

出稼ぎ労働者による送金と外国人観光客からの収入は，外生的要因に基づく

収入という点は他の資源と同様であるが，それらは主に民間部門による稼得

であり，直接的に財政収入となるわけではない⑴。そのため，本章ではエジ

プト政府の外生的収入として，原油資源収入，スエズ運河収入，および外国

援助受け取りの 3つを検討の対象とする⑵。

　これらの外生的収入は生産活動によって生み出された利益に基づくもので

はなく，何らかの資源を所有していることで得られる収入である。資源を所

有することで得られる利益はレント（地代）と呼ばれる。ここでレントとは，

土地所有による利益（賃貸料収入）に限らず，何らかの資源を所有すること

で獲得できる利益（reward）である。

　図 1は1976年から2005年について，直接的にエジプト政府の収入となり得



第 3章　エジプトにおける外生的レント収入と財政運営　81

る外生的レントの規模を概観したものである。各項目から発生したレントは，

後述のように，必ずしもすべてが財政収入となるわけではないが，外生的レ

ント収入規模の推移を窺い知ることはできる。

　エジプトにおける外生的レント規模の推移として，1980年代前半からの減

少傾向，1990年代初めの一時的な急増，その後再び2000年代にかけての減少

傾向が確認できる。1970年代後半の外生的レント規模は GDP比15％程度で，

なかでも外国援助が最も大きな割合を占めていた。1980年代になると国際原

油価格の高騰も伴い一時的に原油輸出額が急増するものの，その後徐々に減

少し，1980年代末には外生的レント規模全体で GDP比 5％程度にまで縮小

した。

　1990年代初めには，外国援助の急増およびスエズ運河収入の拡大によって

外生的レント規模は再び一時的に拡大するが，外国援助規模の減少とともに

レント規模全体も逓減傾向となり，2000年前後からは1980年代末と同水準の

GDP比 5％前後で推移している。

0

5

10

15

20

25

30

1976 1980 1984 1988 1992 1996 2000 2004

(% of GDP)

原油輸出額
スエズ運河収入外国援助受取

図 1　エジプトの外生的レント規模

（出所）　CAPMAS［various issues］, IMF［n. d.］, OECD（http://stats.oecd.org/qwids/）より筆者作成。
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　次に，原油資源収入，スエズ運河収入，外国援助受取の各レントについて

見ていく。

⑴　原油資源収入

　エジプトでは，中東地域で最も早い1869年に油田が発見され，1910年から

生産が開始された。石油部門は，他産業と同様に1960年代前半までに国有化

され，国営企業と外国企業による合弁方式で開発・運営が行われるようにな

った（Sims［2005］）。その後1973年に石油省が設立されると，石油部門の開

発・運営は，合弁方式に代わって生産分与方式が導入された（内田［2008］）。

それに伴いエジプトの原油産出量は増加し，1975年にエジプトは初めて石油

の純輸出国となった。原油産出量は1980年代初めの 1日当たり約60万バレル

から1995年には同92万バレルまで拡大したが，その後は減少傾向となり2007

年は同64万バレルであった。一方，原油輸出量は，1985年に 1日当たり約50

万バレルまで拡大し，その後1990年代半ばまで同約45万バレルで比較的安定

していたが，1990年代後半以降に急速に減少し，2004年には同10万バレル以

下となった⑶。

　原油資源に伴う外生的政府収入は，生産分与方式に従い，石油省の下にあ

るエジプト石油公社（Egyptian General Petroleum Corporation: EGPC）がエジプ

ト側のシェアとして受け取った原油を輸出することで得られる収入などであ

る。具体的には，EGPCの法人所得税および利潤の配当という形で政府収入

となる。また，外資系石油企業などから得られる法人所得税と油田採掘ロイ

ヤリティも原油関連レント収入と言えるだろう。つまり，原油資源に伴う外

生的レント収入額は，EGPCからの所得税と配当，および外資系石油企業か

らの所得税と油田採掘料の合計と見なすことができる⑷。

⑵　スエズ運河収入

　スエズ運河は，1869年の開通時はエジプト政府とフランス政府が大株主の

スエズ運河株式会社によって運営が開始されたが，1870年代半ばにエジプト
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政府はスエズ運河会社の株式をイギリス政府に売却したため，スエズ運河の

利権を失った。その後，1956年のスエズ運河国有化宣言によって運河の利権

はエジプト政府の管理下となったが，1967年の第 3次中東戦争に伴いスエズ

運河は閉鎖され，通行が再開したのは1975年であった。現在スエズ運河は，

スエズ運河公社（Suez Canal Authority: SCA）によって管理・運営されおり，

船舶の規模などによって決められている通行料は SCAが徴収している。

　スエズ運河の通行量は，国際経済状況および国際原油価格などによって影

響を受ける。1976年以降の収入規模の動向は，1980年代前半，1990年代前半，

2003年以降に GDP比でみた通行料収入が一時的に拡大しているが，他の外

生的レント収入と比較すると全般的に安定的な推移となっており，平均する

と GDP比で約 3％の財政収入をもたらしている。なお，スエズ運河関連の

レント収入は，SCAの法人所得税と利益配当，およびスエズ運河ロイヤリ

ティという形で財政収入となる。

⑶　外国援助受取

　図 1に示された外国援助（ODA）規模は援助国の支出額ベースであり，無

償援助のみならず有償援助および技術協力の額も含まれている。従って，す

べての額が政府収入として流入するわけではなく，また，使途についてエジ

プト政府に完全な裁量があるわけではないが，国家運営に資する資源として

外生的政府収入の一部と捉えることができるだろう。

　外国援助は「戦略的レント」あるいは「地政学レント」と言われるように，

国際政治状況によって被援助国の受取規模が大きく変わる。とくにエジプト

は，イスラエルとの関係などが援助受取規模に大きな影響を及ぼしてきた。

1970年代後半は原油価格の高騰によって潤沢な富を獲得したアラブ産油国か

らの援助が大半を占めていたが，1979年にエジプトがイスラエルと和平条約

を締結したことでアラブ産油国からの援助が停止し，それに代わり，イスラ

エルとの和平を後押ししたアメリカからの援助が大部分を占めるようになっ

た（図 2）。
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　また，1990年にエジプト政府は湾岸危機時の多国籍軍への協力によって戦

略的レントを獲得し，IMFと合意した経済改革・構造調整プログラム（Eco-

nomic Reform and Structural Adjustment Program: ERSAP）の実施という条件付き

ながら，パリクラブ，アラブ産油国，アメリカ，国際金融機関などから多額

の債務削減や新規援助を引き出した。

　外国援助は本来，受益国での必要性に基づいて供与される資金である。当

然ながらエジプトにおいても，社会・経済開発需要などに基づき外国援助が

供与された面もあると考えられるが，図 1および図 2に見られるように，援

助供与国・規模の急激な交替や変動は，1970年代後半から1990年代にかけて

のエジプトへの外国援助の大部分が地政学的要因に影響を受けていたと考え

ることができる。

2．レンティア国家の財政運営

　エジプトはペルシャ湾岸諸国の産油国などと比べると原油関連レント（原
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図 2　ODAの流入割合

（出所）　OECD（http://stats.oecd.org/qwids/）より筆者作成。
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油輸出量）の規模は大きくないものの，スエズ運河が再開した1970年代後半

以降，外国援助受取も含めた外生的レント全体で見ると，経済に占めるレン

トの割合は高くなる。外生的レント収入に依存した国（経済）はレンティア

（rentier）国家（経済）といわれる。1980年前後のエジプト経済は，天然資源

に基づく外生収入が GDPの大半を占めるような「純粋レンティア国家（pure 

rentier state）」とは言えないものの，外生的レントが経済に大きな影響を与

えていたと考えられることから，レンティア国家的な性格を持つ国であった

と考えられる⑸。

　Beblawi［1987］は，レンティア国家の特徴として，（a）経済に占めるレ

ント収入の割合が高いこと，（b）レントの大部分が外生的レントであること，

（c）レント収入の獲得に関わるのは国民の少数であること，（d）政府部門が

レント収入の主要な受け取り主体であることを挙げている。また，Luciani

［1987］は，レンティア国家の典型的な国家機能として，レントの分配を主

とする経済運営を指摘している。その際，分配する資源は，国内での経済活

動からの利益に基づく租税収入を基礎とした資源ではなく，外生的レントに

基づく収入に依存していることが特徴である。そして，そのような国を配分

国家（allocation state）と名付けている。つまり，レンティア国家の経済運営

を財政の観点から見ると，（a）国内経済活動に基づく租税への依存度が低い

歳入構造と，（b）政府部門による雇用や広範な補助金などによる大規模な歳

出が特徴として挙げられる。

　エジプトの場合，配分国家的な経済構造の起源は，1960年代に採用された

国家主義的な開発体制にあった。国家主義的開発体制は，国家が生活に必要

な財・サービスの供給に責任を持つという分配主義的な側面を持っていた。

長沢［1998］は，1970年代以降，エジプトを含む中東地域において，国家主

義的開発体制とレンティア経済が共生関係にあったことを指摘している。
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第 2節　レントの盛衰と財政

　本節では，1975～2002年度について，外生的レントが財政に及ぼした影響

を検討する⑹。しかしながら，エジプトの財政統計の開示が進展するのは

2005年以降のことであり，それまでは要約が公表されるのみであった⑺。そ

のため本節では，IMFの政府財政統計（Government Finance Statistics: GFS）

を利用する。なお，1975～1989年度については連結政府部門（consolidated 

government），1991～2002年度については中央政府部門（budgetary central gov-

ernment）を対象とした財政統計であるため，各期間について個別に検討す

る⑻。

1．1975年～1990年の財政とレント

　まず，1975～1989年度にかけての財政状況を概観する⑼。表 1は，GDP比

で見た連結政府部門の財政状況を概観したものである⑽。同時期のエジプト

財政の特徴として，1980年代半ばまでの大規模な財政，およびそれ以降の財

政規模縮小傾向が指摘できる。

　1980年代半ばまでの財政規模は，歳入が GDP比40％以上，歳出は同50％

以上であり，エジプト経済が公的部門中心の経済構造であったことが分かる。

この時期は，1960年代初めから推進された社会主義的体制による経済運営が

持続不可能となり，「門戸開放政策」と呼ばれる規制緩和が開始された経済

政策の転換期であった。しかしながら，1970年代末に歳出規模縮小が見られ

たものの，1980年代前半まで大規模な財政が続いていた。この時期の主要な

支出項目は人件費，補助金，国防費の 3つであり，いずれも急激に縮小する

ことは困難であった（Handoussa and El Oraby［2006］）。そのため，歳出が歳

入を大幅に上回る状況が続いており，債務残高が累積した時期であったこと

が推測できる。
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　財政規模は1980年代後半に縮小した。なかでも歳出規模が急速に縮小した

結果，財政赤字幅は1980年代前半まで GDP比10％を超えていたものが，

1980年代末には同6.5％まで逓減した。

　項目別に見ると，歳入では間接税収入の割合が一貫して減少している。間

接税は大きく内国税と関税とに分けられるが，このうち関税収入（輸入関税

表 1　連結政府部門の財政（1975～1989年度）
（％ of GDP）

1975-77 1978-81 1982-84 1985-87 1988-89
歳入 43.0 41.0 41.2 35.9 32.0
　租税収入 27.3 27.3 24.8 20.8 18.2
　　直接税 3.9 6.7 6.8 5.4 4.7
　　　個人所得税 1.1 2.0 0.4 0.5 0.5
　　　法人所得税 2.0 3.2 5.3 4.1 3.3
　　　財産税 0.8 0.6 0.4 0.3 0.3
　　　その他 0.0 0.0 0.5 0.6 0.6
　　間接税 15.7 13.7 11.5 8.5 7.4
　　　内国税 4.6 4.7 4.4 3.8 3.4
　　　関税 11.2 9.0 7.1 4.7 4.0
　　その他 2.4 2.7 2.0 2.1 2.0
　　社会保障負担 5.2 4.3 4.5 4.8 4.1
　租税外収入 11.1 12.1 14.5 12.0 11.0
　　配当など 6.7 6.7 7.2 4.6 3.5
　　その他 4.4 5.4 7.3 7.4 7.5
　資本収入 1.5 1.4 1.8 1.9 1.6
　贈与（外国援助） 3.1 0.3 0.1 1.2 1.1
歳出 62.2 52.9 53.1 44.2 38.5
　経常支出 43.7 36.3 39.2 32.6 28.5
　　　人件費 10.2 8.6 8.6 7.9 7.2
　　　財・サービス 8.9 7.2 9.8 9.6 6.9
　　　利払い 1.8 3.1 3.1 3.5 4.0
　　　補助金・移転 22.8 17.3 17.7 11.5 10.4
　資本支出 12.1 8.2 7.2 5.7 5.4
　公共企業等への純貸付 6.4 8.4 7.7 5.9 4.6
財政収支 -19.2 -11.8 -11.9 -8.3 -6.5

（出所）　IMF［n. d.］および IMF［2008］より筆者作成。
（注）　会計年度は，1979年までは 1～12月，それ以降は 7～翌 6月まで。
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収入）の規模が急速に縮小している。関税は，1970年代半ばは GDP比11％

と租税収入の中心を占めていたが，1980年代末には同 4％まで縮小した。こ

の減少は，1970年代半ばから採用された「門戸開放政策」による貿易自由化

の影響だと考えられる。

　他方，歳出では1980年代後半の経常支出の逓減が顕著である。とくに，補

助金と移転支出の規模が減少している。また，資本支出についても一貫して

規模縮小傾向であった。なお，歳出のなかで唯一規模が増加しているのが利

払いである。利払いの規模を歳出に占める割合で見ると，1975年の2.6％か

ら1989年には11.1％にまで拡大しており，債務残高が拡大基調にあったこと

が推測できる。

　1970年代後半から1990年の財政状況をレント規模との関係で見ると，1980

年代初めの法人所得税と租税外収入の大きさとその後の縮小，および1980年

代後半の人件費と補助金・移転支出規模の逓減が確認できる。

　外生的レント収入は，前述のように，法人税，租税外収入（配当およびロ

イヤリティ）などの形で財政収入に計上されるが，それらの項目はレント規

模が拡大した1980年代前半に最も規模が大きくなっている。1982～1984年の

平均で，租税外収入は GDP比14.5％，EGPCと SCAが大きな割合を占める

と考えられる法人所得税は同5.3％であった。詳細な統計が利用不可能なため，

法人所得税および租税外収入のなかでどのくらいが原油資源（EGPC）およ

びスエズ運河（SCA）からの収入か明らかでないが，この時期は民間部門が

未発達であったことと，国有企業の多くは赤字が問題となっていたことを考

えると，法人所得税と配当の多くが EGPCおよび SCAからであったと推測

できる⑾。

　原油資源とスエズ運河からのレントが縮小傾向となった1980年代後半にな

ると，法人所得税および配当規模も縮小傾向となった。Ikram［2006］では，

1980年代後半の歳入減少の約半分が原油関連レント収入の減少によるもので

あると推計している。一方，財政統計からは必ずしも流入規模が確認できな

いのが外国援助である。図 1からは1970年代後半には GDP比10％程度の外
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国援助が流入していたことが読み取れるが，財政統計からは確認することが

できない。

　歳出では，1980年代前半まで配分国家の典型である人件費と補助金・移転

支出の規模が大きく，GDP比25％（歳出のほぼ半分）を占めていた⑿。その後，

人件費と補助金・移転支出ともに縮小傾向となったが，それはレント規模の

縮小などによって財政収入が逓減し，配分国家的な支出構造を維持すること

ができなくなったからだと考えられる。また，1980年代後半の歳出規模縮小

は，資本支出と公共企業への貸付縮小にも顕著に見られる。支出項目全般に

及ぶ規模減少は，1980年代半ば以降のレント規模縮小（および間接税収入の

逓減）のなかで，それまでのような支出構造を維持することが困難となった

ためであろう。つまり，1980年代末のエジプトでは，外生的レント収入とそ

れを活用した配分国家的な支出を行う財政運営が限界に達していたと考えら

れる。

2．財政再建（1990年代の財政）

　表 2は1990年代の中央政府部門の財政を概観したものであるが，最も目を

引くのは1990年代を通して歳出入ともに規模縮小傾向にあったことである。

歳入規模の縮小は，1990年代前半には贈与（外国援助）割合の減少によって，

1990年代後半は法人所得税，租税外収入および国際貿易税の規模縮小によっ

てもたらされた。一方で，個人所得税と売上税は，1990年代を通して僅かな

がらではあるが拡大基調となっている。売上税は1991年に新たに導入された

もので，導入直後から間接税収入の主要項目となった。

　歳出では1990年代半ばまでは利払いが最大の項目であったが，1990年代後

半には規模拡大傾向は一服した。もう 1つの主要歳出項目である人件費につ

いても，1990年代を通じて比較的安定的であったが，その他の経常支出項目

はいずれも縮小傾向にあった。なかでも補助金支出は一貫して規模が減少し

ている。
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　図 1で見たように，1990年代の外生的レント規模は，1990年代初めの一時

的な拡大の後，いずれの項目も縮小基調となったが，その傾向は財政収入か

らも読み取れる。すなわち，1990年代初めの比較的大きな贈与割合と1990年

代半ばからの法人所得税および租税外収入の逓減である。表 1と同様に，表

表 2　中央政府予算部門の財政（1991～2002年度）
（GDPに占める割合，％）

1991-93 1994-96 1997-99 2000-02
歳入 28.5 27.6 23.1 21.1 
　租税収入 17.2 18.0 15.9 14.1 
　　直接税 6.9 6.5 5.6 5.7 
　　　個人所得税 0.6 0.6 0.9 1.4 
　　　法人所得税 5.1 5.0 4.1 3.9 
　　　財産税など 1.2 0.9 0.6 0.4 
　　間接税 7.5 8.3 8.4 8.2 
　　　売上税1） 4.0 4.6 5.0 5.0 
　　　その他 0.1 0.1 0.1 -
　　　国際貿易税 3.3 3.7 3.4 2.4 
　　その他 2.9 3.2 1.9 0.2 
　贈与 2.3 1.2 0.6 0.7 
　租税外収入 8.9 8.4 6.7 6.3 
歳出 29.2 28.9 24.7 25.7 
　経常支出 27.6 24.6 20.5 21.2 
　　人件費 6.2 6.2 5.8 6.3 
　　社会負担 - - 0.9 0.9 
　　財・サービスへの支出 5.6 5.1 3.7 2.7 
　　利子支払い 6.7 7.9 5.5 5.6 
　　補助金 2.9 1.8 1.6 1.5 
　　対外支払い（capital) 0.3 0.2 0.1 0.0 
　　国内公共部門への支出 3.3 0.7 0.4 0.0 
　　社会給付 - - 1.8 2.1 
　　その他・不明 - - 2.6 3.2 
　非金融資産への投資（純支出額） 1.6 4.2 4.2 4.5 
経常歳出入（贈与を含む）収支 0.9 2.9 2.7 -0.1 
財政収支 -0.7 -1.3 -1.5 -4.6 

（出所）　IMF［2008］より筆者作成。
（注）　1）　売上税は1997年に課税品目が変更された。
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2においても贈与（外国援助）は図 1に見られるほどの規模は計上されてい

ないが，1990年代初めはその後と比べると贈与収入割合が高くなっている。

また，法人所得税と租税外収入は，レント規模の推移と同様の傾向となって

いる。

　1990年代は歳出入ともに縮小傾向であったが，歳出が歳入以上に縮小した

ため，1990年代半ばには経常的な財政収支の黒字幅は GDP比 2％後半まで

拡大し，財政収支全体でも赤字幅は GDPの 2％以内で安定していた。財政

収支からは，レント規模の縮小傾向にも関わらず，1990年代において財政再

建が達成されたと言えそうであるが，それは緊縮財政によってもたらされた

ことが分かる。その背景として，1991年から始まった ERSAPの実施があっ

た。そこで，次に ERSAPの改革内容を，特に財政に関係する事項について

検討し，どのような施策によって財政再建が達成されたかを見ていく。

3．ERSAPと財政再建

　1980年代のエジプトは，財政赤字が続いたため累積債務が問題となり，

1980年代後半には経済改革を条件として IMFとスタンドバイ協定を結び，

またパリクラブとは債務返済の繰り延べで合意した。IMFから求められた

経済改革の内容は，自国通貨の減価，為替レート一本化，補助金削減，税制

改革など，構造調整プログラムの典型的な施策となっており，エジプトが以

前のスタンドバイ協定締結の際に約束したものと同様の内容であった⒀。エ

ジプト政府は，これまでと同様に自国通貨の減価以外の改革には慎重で，結

局1987年11月にスタンドバイ協定は破棄された。Richards［1991］は，改革

がほとんど実行されなかった要因として，既得権益層による抵抗と戦略的レ

ントの存在を挙げている。なかでも地政学的条件を利用して先進国から支援

を引き出し，また IMFとの交渉を有利に進めることを可能とする「戦略的

レント」は，エジプト政府にとって政治経済的な資源となり，痛みを伴う改

革を消極的にさせるものであった。しかしながら，その後も債務問題は改善
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せず，間もなく IMFと協議を再開せざるを得なくなった。

　エジプト政府は，1991年 5月に ERSAPの実施を条件に IMFと新たなスタ

ンドバイ協定に合意し，また同年11月には世界銀行と 3億ドルの構造調整融

資契約を締結した。さらに IMFが要求する改革の進展を条件に，パリクラ

ブはエジプトの債務残高の半分（約100億ドル）を帳消しにすることに合意し

た⒁。ERSAPの構造調整に関する主な内容はこれまでと同様のものであった

が，今回は着実に実行された。ERSAPはエジプトが初めて本格的に実施し

た構造調整および経済改革であった（Handy et al.［1998］）。

　ERSAPのなかで財政に直接関わる主な改革として，歳入拡大への取り組

み，通貨減価，補助金削減，政府投資削減などが実施された。歳入拡大への

取り組みでは，売上税（標準税率10％）が導入された。また通貨減価によっ

て外貨決済の原油輸出やスエズ運河通行料のエジプト・ポンド建て収入が増

加した。Subramanian［1997］は，通貨減価によってエジプト・ポンド建て

の原油輸出収入は GDP比 1％，スエズ運河通行料は同 2％の収入増加をも

たらしたと推計している。

　歳出削減では，補助割合と対象品目の削減によって補助金支出規模の縮小

が実行された。例えば，食糧品では1990年代半ばまでにコメ，茶，高品質小

麦粉などへの補助金廃止，補助対象の砂糖と食用油の値上げなどが実施され

た。また政府投資削減では，電力および観光部門のプロジェクト規模縮小や

国有企業への貸付削減が実施された⒂。さらに，債務削減による負担軽減も

大きかった。パリクラブによる債務削減によって1992～1997年に毎年 GDP

の 2％分が，アメリカの軍事債務免除およびアラブ諸国からの債務帳消し分

で同 4％分の負担軽減となった（Ikram［2006］）。他方，改革の必要性が認識

されながら，有効な方策が実施されなかったのが人件費の合理化である。

1960年代初めから続いている中・高等教育修了者に対する政府部門での雇用

保障制度は存続し，効果的な人件費の整理合理化政策は実施されなかったの

である（Handoussa and El Oraby［2006］）。

　ERSAPは，売上税を導入することで外生的レント以外からの歳入拡大を
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図り，また補助金削減によって配分国家的な支出構造を見直すという点で，

脱レンティア国家的な財政運営に繋がるものと解釈できる。なかでも売上税

は1991年の導入直後から主要税源の 1つとなり，国内基盤からの歳入拡大に

貢献するものであった。

　しかしながら，経済安定化が達成されて間もない1990年代終わりには，再

び財政収支が悪化した。アジア通貨危機や国内治安悪化などエジプト経済を

取り巻く環境が不安定化したのに伴って歳入規模が逓減する一方で，一層の

歳出規模縮小は困難となっていたためだと考えられる。World Bank［2001］

は，1990年代後半の財政収支悪化は EGPCおよびスエズ運河収入の減少た

めであり，財政収支の改善には，租税制度の改革および支出の効率化と優先

度の明確化が必要だと指摘した。また，Ikram［2006］は，政府部門の雇用

拡大，大規模な利払い，および偶発債務の増加が財政の不安定性を高めてい

たと述べている。エジプトの緊縮財政による財政運営は1990年代末までに行

き詰まりつつあったのである。

第 3節　経済改革の進展と財政改革（2004年～）

　エジプトでは2006年度から IMFの政府財政統計マニュアル改訂版（GFSM 

2001）に準拠した予算書が作成されるようになり，同時にこれまでよりも詳

細な財政統計が公表されるようになった。そこで本節では，政府予算案

（Arab Republic of Egypt［2008］），財務省発行の財政報告書（Financial Monthly）

などを参照しながら，最近の財政状況とレントの役割を検討する。

1．2003年度以降の財政

　表 3は2003年度以降の財政状況を概観したものである⒃。近年の特徴とし

て，財政赤字の縮小傾向が指摘できる。財政赤字幅は，前節で見たように
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1990年代終わりから悪化し，2003年度には債務返済分を除く財政赤字は

GDP比10.4％であったが，2008年度には同6.7％まで縮小している。財政赤

表 3　中央政府予算部門の財政（2003～2008年度）
（GDPに占める割合，％）

2003 2004 2005 2006 2007 2008
歳入（贈与を含む） 21.8 21.4 21.2 26.1 25.4 26.1
　租税収入 13.3 13.8 14.1 15.8 15.4 15.3 
　　直接税 5.2 5.8 6.1 8.0 8.1 7.7 
　　　個人所得税 1.6 1.7 1.7 1.5 1.3 1.3 
　　　法人所得税 3.4 3.9 4.1 6.3 6.6 6.2 
　　　財産税 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 
　　間接税 8.2 8.1 8.0 7.8 7.3 7.6 
　　　一般売上税 3.1 3.3 3.5 3.4 3.2 3.6 
　　　国際貿易税 2.0 1.9 1.4 1.6 1.4 1.6 
　　　その他 3.1 2.9 3.1 2.9 2.6 2.4 
　租税外収入 7.2 6.1 6.0 8.3 8.3 9.2 
　　所有資産からの収入 3.3 3.1 3.3 5.9 6.1 5.9 
　　財・サービスからの収入 1.5 1.6 1.3 1.3 1.3 1.3 
　　その他 2.4 1.5 1.4 1.1 1.0 2.0 
　贈与 0.8 1.0 0.5 0.4 0.5 0.2 
　取得資産からの収入 0.5 0.4 0.6 1.7 1.2 1.4 
歳出 32.3 30.8 30.6 34.3 32.7 32.8 
　経常支出 25.6 25.4 25.7 30.2 26.4 27.7 
　　人件費 8.1 7.7 7.7 7.6 7.0 7.0 
　　財・サービスへの支出 2.0 1.9 2.3 2.3 2.3 2.1 
　　利子支払い 6.2 6.3 6.1 6.0 6.4 5.6 
　　補助金 1.7 2.1 2.6 8.8 7.2 9.4 
　　交付金など 0.5 0.3 0.3 0.4 0.4 0.5 
　　給付金 2.7 2.7 2.6 2.0 0.2 0.5 
　　その他（国防費など） 4.4 4.3 4.0 3.2 2.8 2.7
　公共投資（非金融資産） 4.9 4.7 4.3 3.4 3.4 3.8 
　公共投資（金融資産） 1.8 0.8 0.6 0.6 2.9 1.3 
経常歳出入収支 -4.3 -4.4 -5.1 -5.7 -2.2 -3.0
財政収支（債務返済分を除く） -10.4 -9.5 -9.4 -8.1 -7.3 -6.7

（出所）　Ministry of Finance［various issues］より筆者作成。
（注）　取得資産からの収入は国有企業の売却，国有企業部門からの債権回収など。
　　公共投資（金融資産）は，主として公共企業部門への貸出。
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字の再びの縮小はどのような要因によって達成されたのであろうか。以下，

歳入と歳出それぞれの項目から検討する。

　まず歳入では，法人所得税収入の拡大傾向，および2006年度以降の租税外

収入の増加が特徴的である。法人所得税は，原油関連部門（EGPCおよび外

国石油企業），SCA，中央銀行，その他の民間企業などに分けて計上されてい

るが，このうち外生的レント収入である原油関連部門と SCAからの所得税

が法人所得税の大部分を占めている。2003～2008年度の平均で見ると，原油

関連部門が法人所得税収入の38％，SCAが同25％となっている。法人所得

税は直接税収入の約70％を占めることから，直接税収入の主要部分（44％）

が外生的レントからの収入であることが分かる。

　もうひとつの歳入規模拡大要因である2006年度以降の租税外収入では，

「所有資産からの収入」項目の収入が増加しているが，その主な要因は

EGPCからの配当が増加したためである（表 4）。2003～2005年度は SCAと

中央銀行からの配当が主要な収入源であったが，2006年度以降は EGPCか

らの配当が急増している。配当の急増は，国際原油価格の上昇傾向に加え，

それまで石油関連補助金は EGPCの利益のなかから支出されていたのが，

2006年度以降は財政統計の補助金項目に計上されるようになり，その分

EGPCの利益が増加し政府への配当が増加したためである⒄。

表 4　「所有資産からの収入」の内訳
（歳入に占める割合，％）

2003 2004 2005 2006 2007 2008
EGPCからの配当 0.1 -2.6 0.1 7.8 5.8 10.8
SCAからの配当 5.7 　8.0 8.5 6.5 6.3 　6.5
中央銀行からの配当 5.4 　5.7 4.4 0.0 0.0 　0.2
公共企業からの配当 2.0 　1.4 0.6 0.8 1.5 　2.8
利子受取 1.6 　1.7 1.6 0.8 0.7 　0.5
油田採掘権 0.0 　0.0 0.0 2.2 1.0 　0.7
携帯電話ライセンス料 0.0 　0.0 0.0 0.0 8.1 　0.0
その他 0.3 　0.1 0.5 4.4 0.5 　1.0

（出所）　Arab Republic of Egypt［2007，2008］より筆者作成。
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　以上より，最近の歳入においても EGPCと SCA関連収入は大きな割合を

占めていることが分かる。外生的レントに関する収入は，上記の EGPCお

よび SCAの法人所得税と配当に加え，油田採掘権収入とスエズ運河ロイヤ

リティも該当する。もうひとつの外生的レントである贈与（外国援助）も含

めると，2003年度以降の歳入に占める外生的レントの割合は表 5のようにな

る。2004年度以降は国際原油価格高騰の影響を受けた時期であり，原油部門

からの収入が拡大している。なかでも，EGPCからの収入をより明確に反映

している2006年度以降は，原油部門からの収入が歳入全体の20％以上となっ

ている。また，スエズ運河からの収入は，SCAの法人所得税および配当と

もに安定的に推移しており，歳入全体の約10％を占めている。その結果，外

国援助も含めた外生的レント収入は，2006年度以降，歳入全体の 3分の 1以

上と大きな割合を占めている。

　一方，歳出では2006年以降に補助金支出規模が増加したため，経常支出規

模が拡大している。2006年度以降の補助金支出規模の拡大は，前述のように

石油関連補助金が財政統計に計上されるようになったためである。石油関連

補助金は2006年度が GDP比6.8％，2007年度が同5.4％，2008年度が6.7％で

表 5　外生的レント収入
（歳入に占める割合，％）

2003 2004 2005 2006 2007 2008
原油部門からの収入
　所得税 2.8 4.6 3.5 14.6 13.4 12.5 
　配当 0.1 -2.6 0.1 7.8 5.8 10.8 
　油田採掘料 0.0 0.0 0.0 2.2 1.0 0.7 
スエズ運河からの収入
　所得税 4.6 6.3 6.4 4.5 4.8 4.4 
　配当 5.7 8.0 8.5 6.5 6.3 6.5 
　スエズ運河使用料 0.6 0.7 0.9 0.6 0.6 0.6 
贈与（外国援助） 3.1 4.2 2.0 1.4 2.0 0.8 
合計 17.0 21.2 21.5 37.6 34.0 36.3 

（出所）　表 4に同じ。
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あり，いずれの年も補助金支出全体の70％以上を占めた⒅。従って，2006年

度以降の補助金支出規模拡大は，おもに石油関連補助金の計上のためであっ

たことが分かる。

　補助金支出以外の経常支出項目では，「人件費」と「国防費」の項目は緩

やかな縮小傾向に，「財・サービスへの支出」と「利払い」項目は横ばいで

あり，経常支出全体では，石油関連補助金を除外すると，緩やかな規模縮小

基調となっている。

　また，資本支出である公共投資は，非金融資産と金融資産への支出のいず

れも2007年度以降に若干の増加が見られるものの，それ以前は縮小傾向にあ

り，歳出に占める割合は15～20％となっている。

　以上から，2003年度以降の財政の特徴は，歳入規模の減少傾向からの脱却

と歳出規模の緩やかな縮小であり，それに伴う財政収支の改善と言えるだろ

う。石油関連補助金の計上方法変更に伴い2006年度以降の歳出入規模に変動

が見られるが，その分を除くと2006年度以降も引き続き歳入規模の維持と緩

やかな歳出縮小が継続している。つまり2003年度以降の財政赤字幅の縮小は，

人件費および国防費の継続的な規模縮小と公共投資の逓減傾向によるところ

が大きいと言えるだろう。

　前節で見たように，1990年代末から2000年代初めには歳出規模縮小傾向が

止まったにも関わらず，2000年代半ば以降に再び緩やかな歳出規模縮小傾向

が見られたのは，経済成長率の上昇によって経済規模の拡大が歳出額増加ペ

ースを上回ったからである。エジプト経済は2005年以降に高成長となり，

2008年度の成長率は7.2％と，過去20年で最も高かった。

　他方，外生的レント関連収入は，レント規模の低迷にも関わらず，現在で

も主要な歳入項目となっている。しかしながら，財政統計からはいまだ明確

には読み取れないものの，2004年以降の経済改革では税制改革や補助金改革

など財政に影響する改革も実施されている。そこで，次に2004年以降の経済

改革のなかで，財政に直接関係するものに焦点を絞って，その政策と現在ま

での成果を検討する。
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2．ナズィーフ内閣の経済改革と財政

　ナズィーフ内閣は2004年 7月に発足したが，その直後から矢継ぎ早に経済

改革が実施された。まず実施されたのは同年 9月の関税制度改革で，関税率

の削減（加重平均の関税率は14.6％から8.9％に削減），関税率分類項目の簡素化

（27項目から 6項目），および輸入手続きの迅速化が実行された⒆。

　また，2004年 9月に所得税法改革案が発表され，2005年 6月に国会承認

（および大統領の署名）を経て，新個人所得税法は2005年 7月に，新法人所得

税法は2006年 1月から発効した。新個人所得税法では，課税控除額を引き上

げるとともに，これまで20％と32％の 2段階だった給与所得に対する税率を

10％，15％，20％の 3段階とし，すべての所得階層において税率が引き下げ

られた。また，給与所得以外の所得についても，従来の税率20～40％を給与

所得と同様の税率とし，所得の種類を問わず共通の税率（給与所得と同じ税

率）が適用されることとなった。一方，新法人所得税法では，工業団地にお

ける減税・免税などの特別措置の新規付与を廃止し，立地や産業に関わらず

すべての企業に対しての標準税率を一律20％とすることで，減税および処遇

を統一した⒇。

　歳出に関する改革では，補助金の削減（一部補助品目の価格切り上げ）が実

施された。2005年度中に価格引き上げが行われた品目は，ディーゼルオイル，

天然ガス，水道，電気などの生活インフラに関するものが中心で，その後も

ガソリン価格の漸進的な引き上げなどが実施されている。しかしながら，食

糧補助金制度については，制度および価格変更の予定のないことが繰り返し

明言された。

　ナズィーフ内閣の経済改革は，直接投資受入を含む民間部門の投資拡大に

よる経済成長を前面に打ち出しており，歳出入に関わる改革もその一環とし

て実施された。例えば，関税率や所得税率の削減は，経済活動の活発化と投

資拡大を主な目的としていたと考えられる。そのため，財政赤字が続いてい
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たにも関わらず税率削減を実施するなど，ナズィーフ内閣での経済改革は，

少なくとも短期的には歳入拡大を意図したものではなかったと言えるだろう。

　一方，歳出については，一部品目ではあるものの，補助金削減が実施され

た。それまで補助金制度は，しばしば非効率性が指摘されながらも表立って

改革の対象とされてこなかった。補助金制度の変更は社会不安をもたらすと

して，抜本的な改革が困難とされていたのである（Ahmed et al.［2001］）。ナ

ズィーフ内閣の初期に実施された補助金削減も，一部品目における補助比率

の削減という部分的なものであったため財政に及ぼす影響は限定的だったが，

補助金制度改革への取り組みを示したものとして注目された。

　財政に関わる改革は法制度だけでなく，財政の透明化および公正性を改善

するために行政面でも進められた。行政面での主な改革内容は，前述の財政

統計の透明化と公表，および徴税の管理運営体制の改善である。徴税管理で

は，旧法人所得税法での法人税徴収にあたっては税務当局が納税額を決定・

通知していたが，新法では納税企業による申告制に変更し，当局の納税額決

定における裁量の余地をなくした。また，新所得税法に従って自主的に登

録・納税を行った場合は旧法に基づく法人所得税滞納分の支払いを免除する

など，新法の下での税務当局と納税者の新たな関係構築を企図するものとな

っている。さらに，税務当局の組織変更が行われ，売上税と所得税で別々に

なっていた部署を一元化し，また高額納税者を担当する専門部署を新設する

など，納税手続きの簡素化・利便性を高める措置も取られた。

　以上のような財務に関わる改革によって，大幅な税率削減にも関わらず，

2007年度（新所得税法による納税が完全実施された年度）の所得税収入額は増

加した。個人所得税（雇用所得分）の納税額は54億エジプト・ポンド（LE）

から62億 LEへと15％の増加，民間企業部門の納税額は73億 LEから141億

LEへと約 2倍に増加した。2005年度以降にエジプト経済が高成長を記録し

ていること，また国際原油価格の上昇と周辺地域の好景気によって外生的レ

ント収入の縮小傾向に歯止めがかかったことなどにより，GDP比で見た個

人および民間企業の所得税収入規模に増加傾向は確認できないものの，新所
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得税法施行後における個人および民間企業所得税の税収額の増加は，経済成

長に伴う増加に加え，税務行政改革による納税者との信頼関係構築や納税手

続きの簡素化などの効果も反映されていると考えられる21。

3．財政運営の現状と課題

　現在エジプト政府は，2011年度までに財政赤字幅（債務返済分を除く）を

GDP比 3％以内とすることを財政の中期目標としている。目標達成には一

層の財政収支改善が必要であるが，そのための方策として，歳入面では売上

税などの租税改革が，歳出面では補助金制度の合理化が検討されている。租

税改革では，売上税の付加価値税（VAT）への移行と不動産税の課税基盤お

よび税率の改革が予定されている22。一方，補助金制度の合理化では，補助

金制度の効率性向上と，一部品目の補助率削減が進められている。なかでも

エネルギー関連の補助金においては，既にエネルギー集約産業の企業向けの

エネルギー（天然ガスおよび電力）供給価格の段階的切り上げ，および一般

向け石油関連製品の価格切り上げが実施された23。

　補助金制度の合理化以外にも，公共サービスの効率化による歳出負担軽減

の可能性が指摘されている。IMF［2007］は，国際的に比較した場合，エジ

プトの公共サービスの効率性は教育と医療に関しては平均的であるが，社会

保障制度において非効率であることを指摘している。

　しかしながら，上記の改革によって財政赤字幅 GDP 3％以内が達成でき

るかどうかは不透明である。それは，表 5で見たように，現在の歳入の 3分

の 1以上が外生的レントによるものであるため，歳入は国際経済状況から大

きな影響を受けるからである。もっとも，原油については，主要な財政収入

源のひとつであると同時に補助金支出の過半が石油関連製品への支出であり，

原油価格の変動が今後のエジプト財政にどのくらいの影響を及ぼすかは明ら

かでない面もある。

　今日でもエジプトの財政は外生的な変化に脆弱であると言えるが，最近の
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変化として，国内経済政策に基づく歳出入の変動に関しては財政規律を維持

する姿勢を明確にしている。例えば2008年 4月末，ムバーラク大統領は，高

インフレ率への対応として，次年度から予定されていた公務員賃金の引き上

げ率を15％から30％へ変更すること，地方公務員の能力給の上限を引き上げ

ること，および年金支給額を20％切り上げることなどを急遽提案し，その後

国会で承認された24。財務省は，大統領の提案に沿って賃金引き上げが実施

された場合の必要資金を2009年度で計128億 LE（GDP比1.3％）と見積もり，

その財源としてエネルギー価格の切り上げ，タバコの売り上げ税率の切り上

げ，自動車登録費用の値上げ，経済特区におけるエネルギー集約産業への免

税制度廃止など，いくつかの歳入増加策を同時に実施することを決定し，財

政赤字を悪化させない措置を取った（Ministry of Finance［2008］）。ここからは，

現在のエジプト政府は財政中期計画に基づいて，規律を重視した財政運営を

行っていると考えられる。なかでも，追加的な支出計画に対して具体的な財

源を示し，財政規律の維持が可能なことを釈明するなど，説明責任を意識し

た財政運営は2004年以前には見られなかった変化である。

おわりに

　エジプトの財政は，1970年代後半以降，外生的レントの増減に大きな影響

を受けてきた。外生的レントの減少が顕著となった1980年代後半は歳出入規

模も急速に縮小したが，財政赤字は継続し，IMFに支援を要請するに至った。

エジプトは1980年代末までに，外生的レントの配分を中心とする配分国家的

な財政運営が限界に達していたのである。

　1990年代になると，債務削減および ERSAPの実施によって財政再建が実

現したが，それは経常支出の削減を中心とする緊縮財政によるものであった。

しかしながら，外生的レントが再び縮小した1990年代後半になると，財政赤

字も拡大傾向となった。2003年以降には外生的レント規模に若干の反転が見
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られるものの，1980年前後あるいは1990年代初期の規模には及ばず，歳入規

模に顕著な拡大は認められない。もっとも，現状においても外生的レント関

連の収入が歳入全体の 3分の 1以上を占めており，主要な財源となっている。

　他方で，現在のエジプトは，租税政策の刷新および財務改革を実施するな

ど，財政分野での改革を積極的に推進している。依然として財政収入に占め

る国内民間部門からの租税収入の割合は小さいものの，最近の改革は新たな

財政枠組みの構築に向けた取り組みとして注目される。

　エジプト経済は，純粋レンティア国家とは言えないものの，外生的レント

が財政収入に大きな影響を与え続けてきた。エジプトに限らず，何らかの資

源を利用し外生的レント収入を主要な歳入項目の 1つとしている国は少なく

ない。外生的レントは，本章で見たように，資源が枯渇しなくとも国際政治

経済状況の変化によって増減する。そのため，外生的レントに依存した財政

運営は不安定なものになりやすい。しかしながら，レンティア国家的財政運

営を短期間で転換することは困難である。たとえ法制度を変更しても，歳出

構造の変更や有効な財政運営体制の構築には中長期的な取り組みが必要とな

るからである。外生的レント収入に翻弄されない安定的な財政運営を行うた

めには，緊縮財政による調整だけでなく，国内財源基盤の拡大を伴うような

財政改革，なかでも財務ガバナンスの向上が不可欠である。

〔注〕
⑴　出稼ぎ労働者の送金については，国内経済とは無関係で，また多くが産油
国への出稼ぎであることから間接的な原油関連レントとする議論もある。詳
しくは Beblawi［1987］，Luciani［1995］などを参照。
⑵　その他の外生的レント収入として，国家による独占事業（特に貿易の独占）
からの収入が挙げられることもある（Ibrahim and Ibrahim［2003］）。
⑶　エジプト政府および EGPCは，原油産出量および輸出量を定期的に公表し
ていないため，正確な原油輸出量は明らかでない。図 1の原油輸出額の値は，
エジプト統計局の統計年鑑による。しかしながら，IMF［2005］はエジプトの
公式統計における原油輸出額は過小であることを指摘し，例えば2003年度の
実際の原油輸出額は公式統計よりも約10億ドル多いと推計している。



第 3章　エジプトにおける外生的レント収入と財政運営　103

⑷　エジプトでは2003年から天然ガスの輸出が始まったが，天然ガス輸出も原
油輸出と同様に EGPCがエジプト政府の実施機関となっている。
⑸　Beblawi［1987］は，エジプトやシリアのような，原油などの天然資源が

GDPの大部分を占めるわけではないが，外生的な収入が GDPの主要な構成
要素の 1つであり，経済に大きな影響を与える国のことを準レンティア国
家（semi-rentier state）と呼んでいる。準レンティア国家については Schwarz

［2008］を参照。
⑹　エジプトの会計年度は，1979年までは 1～12月，それ以降は 7～翌 6月ま
でである。本章では，1980年以降の年度は後半の年で表す。例えば，1990年
度という場合，1989年 7月～1990年 6月の 1年間を指す。
⑺　2005年までは，予算に関しては官報に要約が掲載されるのみで，詳細につ
いて一般公表されることはなかった。また決算報告は，外国貿易省（現在は
貿易産業省），中央銀行，IMFから要約が公表されるのみで，財務省が財政報
告書を公表することはなかった（Oxford Analytica［2005］）。

⑻　1975～1989年度は中央政府部門を対象とした財政統計が公表されておらず，
また1990年代からは連結政府財政は公表項目が限られているため，中央政府
部門の財政を検討対象とした。なお，エジプトの政府部門分類および予算編
成の仕組みについては土屋［2008］，World Bank［2001］，Ikram［2006］を参照。
⑼　この時期のエジプトは，前述のように統計データの公開が進んでおらず，
概要が公表されるのみであった。そのため，例えば国有企業部門からの租税
収入や補助金支出の内訳などを財政統計から覗い知ることはできない。

⑽　GFSM1986に基づく分類で，各 3年間の単純平均値（ただし1988～89年度は
2年平均）を取っている。

⑾　民間部門の未発達は，個人所得税が小規模なことからも推測できる。
⑿　しかしながら，実際の全補助金支出額を計ることは困難である。それは，
生活物資全般に及ぶ間接的な補助制度の存在，1991年までの複数為替レート，
価格規制など，正確なコスト把握が困難な部分が大きいからである（Harik

［1992］）。
⒀　これ以前にもエジプトは，1962年，1964年，1977年にスタンドバイ協定を，
また1978年に拡大信用供与ファシリティを IMFとの間で締結した。
⒁　パリクラブでの債務削減は，1990年に発生した湾岸危機に対するエジプト
の対応への「恩賞」という政治的な理由によるものである。また，アメリカ
からの軍事債務70億ドルおよびアラブ湾岸諸国からの債務60億ドルも帳消し
となった。

⒂　国有企業の多く（314社）は民営化候補企業として持ち株会社17社の下に再
編され，政府の貸付保証と財政からの投融資が廃止された。

⒃　エジプト財務省による GFSM2001に準拠した財政統計は，2003年度分まで
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遡って公表されている。
⒄　エジプト政府が石油関連財（電力を含む）への補助制度を開始したのは，
1974年からである（Harik［1992］）。
⒅　エジプトは，石油関連補助金の支出額において，世界で最も支出額の多い
国の 1つである（IMF［2007］）。例えば，ガソリン価格は，1992年～2006年ま
でのレギュラーガソリン価格は 1リットル当たり1.0LE（約18円），2006年 7
月の価格改訂後でも同1.3LEであった。その後2008年 5月に再び価格が引き上
げられ， 1リットル当たり1.75LEとなった。
⒆　おもな関税率は，原材料や建築資材（セメントなど）は 2％，食糧や燃料は
5％，非耐久消費財は22％，耐久消費財（乗用車など）は40％などとなった。
その後，2007年および2008年にも一部品目において関税率削減が実施された。
⒇　それまでの標準法人所得税率は，32％あるいは40％であった。しかしなが
ら，レント関連部門（石油とスエズ運河）の所得税率は改正されず，EGPC

と SCAは40％，石油企業は40.55％が維持された。
21　World Bank［2007］によると，2006年度の法人所得税の申告数は，前年度
から80万件増加し，計250万件以上になった。

22　財務省は，売上税改革によって歳入は GDP比 2～2.2％増加すると推計して
いる（Ministry of Finance［2008］）。また不動産税改革は，カイロおよび大都
市圏の非農業用地にのみ税率40％を課している現行制度を，他の都市も含め
て50万 LE以上の評価額の非農業用地について借地料の10％を課税する制度に
改めるものである。

23　エネルギー集約産業とは，石油化学，液化天然ガス，セメント製造，鉄鋼
の各産業を指す。
24　賃金率引き上げの対象となる国家公務員数は約590万人，地方公務員数は約
340万人である。なお地方公務員の能力給は，従来，基本賃金の25％が上限で
あったものを75％に引き上げるというものである。
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